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自動走行ロボットによる新しいラストワンマイルインフラ
――ENEOS 社の取り組みにみる物流 DX――

New last mile infrastructure with automated robots
- Logistics DX as seen in ENEOS's initiatives -

　【要旨】わが国では，E コマースの発展により，ネットショッピングの利用が大きく拡大した。それに伴い，急増する宅配
荷物量に対して，配送する側である宅配会社の体制が追い付かずにサービス水準の維持が困難になる，いわゆる「物流クライ
シス」が大きな社会問題となっている。特にラストワンマイルと言われる最終消費者（個人・企業）への配達業務への負荷が
大きく，この業務の効率化および省人力化への対応が急務となっている。このような社会課題への取り組みとして，ＥＮＥＯ
Ｓホールディングス株式会社が中心となり，株式会社エニキャリ，株式会社 ZMP を合わせた 3 社による自動走行ロボットを
活用したデリバリー実証実験が 2021 年 2 月に行われ，大きな注目を浴びている。
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１　実証実験背景・目的

我が国における物流，特にラストワンマイル領域の物
流は，E コマースの発展に伴い大きく変化を遂げてきた。
その一方，物流クライシスと呼ばれる配達員不足の問題
や労働環境の問題，サービス向上に伴う再配達の問題等，
様々な問題が生まれた。

また，昨今のコロナ禍における社会の変容に伴い，全
てのサービスにおいて非接触による提供が推奨され，か
つ消費者においても非接触サービスに対してのニーズが
一般化した。

それ以外にも，世界的な潮流である SDGs の考えは，
カーボンニュートラルという言葉に代表される地球温
暖化対策としての CO2 排出量削減に大きな影響を与え，
物流においても CO2 削減につながる配送方法が急がれ
ている。

そのような社会的環境変化に対しての取り組みと
して，ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社（以下，
ENEOS という）が行う自動走行ロボットを活用したデ
リバリー実証実験は，官民挙げての取り組みとして大変
注目をされ，今後のラストワンマイル物流に大きな影響
を与えると見込まれている。

２　本実証実験の内容

２－１　取り組みの意義
ENEOS の自動走行ロボットによる配送の取り組み

は，「物流クライシスの解消」「感染の予防」「地球温暖
化防止への貢献」の 3 つの目的を実現するための取り組
みである。

（１）人手不足
物流クライシスの解消に関して，現在我が国のラス

トワンマイル物流では，E コマースの利便性の向上に伴
い，ネットショッピングの利用率が急増した。総務省の
調査結果によるとネットショッピングの利用世帯割合は
2000 年の 5％から 2018 年には 40％まで上昇している。
これに伴いネットショッピングの特徴である少量・多頻
度の配送が増加している。そのため，物流現場では人手
不足が深刻化している現状がある。

（２）感染症予防
感染症の予防に関して，自動走行ロボットにおいては，

配送依頼主による商品の積込（出荷）と顧客による引渡
（受取）には従来の人手による配送とは違い，人と人と
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の接触がない。そのため，感染症予防の観点から有益な
輸送手段とされる。

（３）地球温暖化防止
地球温暖化防止への貢献に関して，自動走行ロボット

は小型 EV であるため，CO2 排出のない配送が可能にな
る。国も自動走行ロボットの配達に関しては後押しをし
ており，経済産業省では「自動走行ロボットを活用した
配送の実現に向けた官民協議会」を設置し，事業者によ
る実証実験，安全性の検証，社会受容性の向上に努めて
いる。また，警察庁・国交省においても，自動走行ロボッ
トを従来にない新たなカテゴリとして「自動歩道通行車」
を設置する検討がなされている。（遠隔型監視による 240
時間以上の走行実績を保有するなどの基準を設置）。

２－２　実証実験の内容
2021 年 2 月に東京都中央区月島・佃地域において，

ENEOS サービスステーション（ガソリンスタンド，以
下 SS）に設置された自動走行ロボット 2 台を使い，10
店舗の商品を Web サイト（デリバリー注文サイトを独
自作成）に掲載し，3 棟の高層マンション住民である一
般顧客からの注文を受け，実際に配達する実証実験を
行った（当実証実験では近接監視による）。

（１）取り組み内容
今回行った自動走行ロボットを活用したデリバリープ

ラットフォームによる複数店舗の注文受付から配送を行
う取り組みは，国内初となる。複数店舗の商品を，複数
ロボットを活用して複数顧客へ配送する実証を実施する
ことで，今後のスケーラブルなロボットデリバリーイン
フラの構築につなげる狙いがある。

（図）全体図
出典：ＥＮＥＯＳ社「自動走行ロボットを活用した宅配

インフラ事業について」より

（２）システムの流れ
本実証実験において，顧客からの注文を受け付ける

専用 EC サイトの構築および注文された商品を店舗側の

専用タブレットへ通知し注文管理を行う店舗専用アプリ
構築，店舗から ENEOS 月島 SS へ商品を運ぶためのド
ライバー専用アプリ構築，注文情報に基づき自動走行ロ
ボットへ顧客マンションへの配達を依頼する配達管理シ
ステムは，ラストワンマイルに特化したクイックデリバ
リープラットフォーム企業であるエニキャリが担当した。

（図）システムイメージ
出典：エニキャリ社「エニキャリ事業概要資料」より

（３）自動走行ロボットの動き
自動走行ロボットの躯体開発および安全走行を行うた

めの自動走行システム開発は ZMP が行った。具体的な
自動走行ロボットが商品を運ぶ流れは下記の通りである。
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（図）自動走行ロボット配送の流れ
出典：ＥＮＥＯＳ社「自動走行ロボットを活用した宅配

インフラ事業について」より

（４）走行ルート
今回の走行ルートは，ENEOS 月島 SS から対象とな

る 3 棟のマンションまでの約 700m である。自動走行ロ
ボットは最大時速 6km となっているが，実測時間とし
ては 20 分程度であった。対象物回避および停止行動を
とりながらの歩道走行のため，歩道通行量の多い時間帯
とそうでない時間帯とでは到着時間が可変する。

（図）走行ルート
出典：ＥＮＥＯＳ社「自動走行ロボットを活用した宅配
インフラ事業について」より

２－３　今後の取り組み
2 回目の実証実験は 2022 年 2 月に予定をされており，

当実験では前回同様に実際の商品購入による商品の配達
を，日本初の遠隔監視による自動走行で行う予定である。
この実証実験で，先述の「240 時間安全走行」を実現し，
ビジネス検証も同時に行い，今後の実用化に向けて動き
出す見込みだ。

ENEOS は今後の将来展望として，国内の同社サービ
スステーション 13,000 か所強を活用し，それぞれの拠
点に自動走行ロボットを配置，店舗や個人から自由に自
動走行ロボットへ配達依頼が可能な新しいラストワンマ
イル物流網を構築する計画である。それを通じ，我が国
における物流業界の労働力不足解消をはじめ，様々な物
流における社会課題解消に貢献していく安心・安全・低
コストのデリバリーインフラを全国に展開する計画と
なっている。

３　結論（まとめ）

ラストワンマイル物流における自動走行ロボットの活
用は，物流クライシスや感染症予防対策，気球温暖化防
止などの解消という外的要因だけでなく，E コマースに
おける時間的価値の変化やコロナ禍における商圏の狭小
化，スーパーアプリに代表されるスマートフォン起点の
ネット化という内的要因も相まって，ラストワンマイル
領域の物流 DX を実現する可能性を大いに秘めている。

今回の実証実験により，限定的な範囲とは言え，実際
の商取引におけるラストワンマイル物流として自動走
行ロボットが公道走行においても活用できる可能性が明
らかになったのは大きな進歩であると言える。このラス
トワンマイルの進化が，今後の我が国におけるニューリ
テール（流通の再構築）の進化につながっていくとみら
れる。
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